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○丹波篠山市人権尊重のあたたかいまちづくり条例 

平成２４年１２月２１日 

条例第３６号 

世界人権宣言において、「すべての人間は、生まれながらにして自由であり、

かつ、尊厳と権利とについて平等である。」とされ、また、日本国憲法におい

ても、「基本的人権は、侵すことのできない永久の権利」として守られていま

す。 

丹波篠山市は、「市民憲章」及び「丹波篠山市自治基本条例」に基づき、人

権を尊重し擁護することを推進しています。 

また、これまで多くの人々の努力により、人権を大切にするまちづくりに向

けた取り組みが行われてきました。 

しかし、現状をみるとき、さまざまな人権課題が存在していることも事実で

す。さらに、社会状況等の変化により、新たな人権問題が生じています。 

これからは、市民が自分の人権だけでなく、他人の人権についても深く考え、

さらに学び続け、責任のある行動をとることが求められます。 

私たちは、命の尊厳や人権が尊重され、すべての人が幸せを実感できるあた

たかいまちをつくりあげるため、この条例を制定します。 

（目的） 

第１条 この条例は、あらゆる人権に関する課題解決に向けた取り組みを推進

し、人権を尊重したあたたかいまちの実現に寄与することを目的とする。 

（基本理念） 

第２条 市及び市民（丹波篠山市自治基本条例（平成１８年篠山市条例第３２

号）第２条第１号に規定する市民をいう。以下同じ。）は、次条又は第４条

に規定する責務を果たしながら、協働して人権尊重のあたたかいまちづくり

を推進する。 

（市の責務） 

第３条 市は、市民一人ひとりの人権が尊重される社会の実現を目指し、人権

教育、人権啓発等の人権尊重に関する施策（以下「人権施策」という。）を

推進するものとする。 

２ 市政に携わる全ての者は、この条例の理念を理解し行動しなければならな

い。 

（市民の責務） 

第４条 市民は、社会の構成員としての責務を自覚し、互いの人権を尊重しな

ければならない。 

２ 市民は、自らが人権尊重のあたたかいまちづくりの担い手として、人権意

識の向上に努めなければならない。 

資料２ 
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（人権施策の推進） 

第５条 市は、本条例の目的及び理念に基づき、次に掲げる事項について施策

を推進する。 

(1) 同和問題、性別、子ども、高齢者、障がいのある人、外国人住民、虐待、

いじめ等全ての人権課題の解決を図るために必要な事項 

(2) 人権に関する意識の高揚 

(3) 人権に関する相談及び支援体制 

(4) 人権に関する調査及び研究 

(5) 前各号に掲げるもののほか、人権施策を推進するために必要な事項 

２ 市は、前項の人権施策の推進にあたり、地域で培われてきたきずなを大切

にし、日常生活で互いの心をつなぎ相手を認め合う挨拶の推進を図りながら

取り組むものとする。 

（審議会の設置） 

第６条 前条の人権施策を審議するため、市長の附属機関として、丹波篠山市

人権尊重のあたたかいまちづくり審議会（以下「審議会」という。）を置く。 

２ 審議会は、人権尊重のあたたかいまちづくりに関する施策について調査審

議し、市長に意見を述べることができる。 

３ 審議会は、１５人以内で組織する。 

４ 委員は、公募市民、学識経験者及び市長が適当と認める者の中から市長が

委嘱する。 

５ 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任

期間とする。 

６ 前各項に定めるもののほか、審議会の組織及び運営に関し必要な事項は、

規則で定める。 

（委任） 

第７条 この条例の施行に関して必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２５年１月１日から施行する。 

（篠山市人権施策推進審議会条例の廃止） 

２ 篠山市人権施策推進審議会条例（平成１５年篠山市条例第１４号）は、廃

止する。 

（篠山市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一

部改正） 

３ 篠山市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例（平

成１１年篠山市条例第４６号）の一部を次のように改正する。 
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○丹波篠山市人権尊重のあたたかいまちづくり審議会規則 

平成２５年６月２８日 

規則第２２号 

（趣旨） 

第１条 この規則は、丹波篠山市人権尊重のあたたかいまちづくり条例（平成

２４年篠山市条例第３６号。以下「条例」という。）第６条第６項の規定に

基づき、丹波篠山市人権尊重のあたたかいまちづくり審議会（以下「審議会」

という。）の組織及び運営に関し、必要な事項を定めるものとする。 

（審議会の委員） 

第２条 条例第６条第４項に規定する審議会の委員のうち、市長が適当と認め

る者は、次に掲げるとおりとする。 

(1) 自治会を代表する者 

(2) 人権・同和教育関係者 

(3) 学校教育及び社会教育関係者 

(4) 人権運動団体関係者 

(5) 国際理解・多文化共生団体関係者 

(6) 人権擁護委員法（昭和２４年法律第１３９号）第６条に基づき法務大臣

から委嘱された人権擁護委員 

(7) 丹波篠山市女性委員会委員（委員であった者を含む。） 

(8) 市内の福祉団体関係者及び障害者団体関係者 

(9) その他市長が必要と認める者 

（会長及び副会長） 

第３条 審議会に会長１人及び副会長若干人を置き、委員の互選によりこれを

定める。 

２ 会長は、会務を総理し、審議会を代表する。 

３ 会長に事故があるとき、又は欠けたときは、あらかじめ会長の指定する副

会長がその職務を代理する。 

（会議） 

第４条 審議会の会議は、会長が招集する。 

２ 審議会は、委員の過半数が出席しなければ、会議を開くことができない。 

３ 会長は、会議の議長となる。 

４ 審議会の議事は、出席委員の過半数で決定し、可否同数のときは、議長の

決するところによる。 

（専門部会） 

第５条 会長が必要と認めるときは、審議会に専門部会を置くことができる。 

２ 専門部会は、会長が指名する委員で組織する。 



- 4 - 
 

（委任） 

第６条 この規則の定めるもののほか、審議会の運営について必要な事項は、

会長が審議会に諮って定める。 

附 則 

この規則は、平成２５年７月１日から施行する。 

 

 


